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研究成果の概要（和文）：　本研究成果は、The Routridge International Handbook の日本の章担当(2023)、
またUN Inter-Agency Task Force for Social and Solidarity Economy, UNSSE Knowledge Hub for SDGsにThe 
Social and Solidarity Economy Movement in the US: Potential Linkages to Social Welfare and Related 
Social Justice Movements　として発表することができたことである。

研究成果の概要（英文）：The main results of this research are the following: 1) A brief results have
 been published in the Routledge Handbook of  Chapter 22 Japan (2023);  and "The Social and 
Solidarity Economy Movement in the US: Potential Linkages to Social Welfare and Related Social 
Justice Movements. and Solidarity Economy Movement in the US: Potential Linkages to Social Welfare 
and Related Social Justice Movements" 
in the UN Inter-Agency Task Force for Social and Solidarity Economy, UNSSE Knowledge Hub for SDGs 
(2019).  

研究分野： ソーシャルワーク、社会的連帯経済、SDGs

キーワード： 社会的連帯経済　エンパワーメント志向ソーシャルワーク　持続可能性　近年の基本的ニーズ充足　コ
ミュニティビルディング　SDGs
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、急速なグローバリゼーションや機構変動などの影響を受けて近年基本的ニーズの充足が困難になっ
ている人々が増加しているため、オルタナティブな経済として注目を浴びている社会的連帯経済に焦点を当て、
地域社会の福祉・生活課題の解決とともに日本におけるSDGs達成に向けたローガルな取り組みの重要性を明らか
にしたことにある。また、日本の福祉分野においてはあまり知られていない社会的連帯経済の動向やこの動きと
リンクすることの必要性についても探究した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 
 新自由主義のもとで福祉政策の財政の緊縮や公的サービスの民営化によりセーフティネット
の機能が弱まり、結果として、地域社会には雇用市場の変化や多重危機に対応できず生活困窮に
至る人々が増加している。さらに、引きこもり・不登校、母子家庭、ホームレス、家族介護者、
自然災害による被災者なども増えているが、既存の福祉制度のままでは対応仕切れない状況で
ある。また、雇用創出につながるような地域創生は喫緊の課題である。このような課題に対して、
経済学や開発分野では欧州における社会的経済の発展や資本主義のオルタナティブ経済（ドッ
フルニ、1992；廣田、2016）に関するものや貧困削減の戦略としてマイクロクレジットおよび
社会的起業に関する研究が多い（池本・松井編、2015）。一方、地域福祉分野では福祉制度の枠
を超えて「地域福祉」と「コミュニティ開発」を統合させ、途上国の支援モデルとして展開して
いる開発的ソーシャルワークに関する研究（穂坂・平野・朴・吉村、2012 ; 宮城、2010）や、
貧困、社会的排除、限界集落などの問題を解決する方策として、仕事づくりや居場所づくりとい
う新たな役割を担う社会起業型のコミュニティワークのあり方や社会的起業の機能・役割が重
要（神野・牧里、2012 ; 牧里・川島、2016）となってきていることが、本研究の背景にある。 
 
 
２．研究の目的 

 
 本研究の目的は、生活困窮者、一般就労が困難な人々、自然災害の被災者、引きこもり、障害
を持つ人々や働きながら介護をしている人など既存のシステム（制度）から基本的ニーズの充足
を満たせていない人々やグループに対して、どのような取り組みや試みがあるのかを把握し、先
駆的な取り組みを社会的連帯経済（SSE）およびエンパワーメント志向コミュニティ開発（EOCD）
の理論的枠組みに基づいた活動を事例として研究し、その実態と特徴、活動を促進および阻害す
る要因、諸制度や条件について明らかにすることである。 
 
本研究の学術的特徴は、社会的連帯経済とエンパワーメント志向コミュニティ開発の視点か

ら現代社会の基本的ニーズの充足に向けた取り組みに関する事例研究を行い、実践と政策へ提
案を行うこと、本研究を実施する過程・成果発表を通して、国内外の研究者や実践者間のネット
ワークの構築を目指すこと、また、日本の実践事例を海外へ発信することを通して、国際的に関
心度が高まっている社会的連帯経済の理論的・実証的な発展および SDGs の目標達成に貢献す
ることにある。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究は主に文献・先行研究調査、聞き取り調査、参与型観察、フィールドノート、１次・２

次データなどに基づく事例研究をコロナ禍のため現地調査の実施が遅れたが、延期期間中にそ
の遅れを取り戻すことに努めた。 
 

 初年度には、先行研究の整理と理論構築：１）社会的連帯経済、持続可能な開発、エンパワー
メント、コミュニティ開発に関する既存の理論や先行研究に関して調査・整理する；２）地域社
会において SSE/EOCD に関する取り組み・活動および関連する政策動向に関する資料を収集する；
３）先駆的な取り組みを選定し、事例調査を行う前の２次的データの収集を行う。また、研究分
担者と本研究に関する役割および今年度の活動についての確認、必要に応じて専門家を招聘し
ての議論を交えた。 
 
 翌年度から調査実施段階に入る予定だったが、コロナ禍のため選定された取り組みについて
実践の鍵となる関係者、連携者、地方自治体職員を対象に半構造化インタビューを行うことを通
して、活動の特徴、現状、成功となったプロセスや要因、ネットワークやソーシャルキャピタル、
課題など２次データからでは入手が難しい１次データの収集に努めるとともに、引き続き資料
収集を行った。事例に関する分析を行うには十分なデータ収集が困難となり研究計画から遅れ
がちな状態が続いた。また、参加予定だった国際会議にはほとんど参加することができなかった
ため、海外の研究者・実務者から直接情報交換・収集や意見交換を行うことは困難となった。そ
の一方で、先行研究などの文献調査を進めながらオンライン会議を通して SSE の世界的動向や
研究会、勉強会に参加することができたため、そこから情報収集を可能な限り行ったが、国によ
っては時差の関係で参加できなかった研究会なども少なくない。その後、コロナ禍が落ち着いて
から、研究分担者および国内外の研究協力者とともにそれまでの研究活動の遅れを取り戻すこ
とに努めた。 



 
最終年度には SSE/EOCD に関する価値観のもと活動を実施していると考えられる関係者を対象

に活動の可能生、推進および阻害要因、既存の諸制度の課題や改善案などについて聞き取り調査
を実施し研究課題をまとめた。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究課題の成果としては、日本におけるコミュニティレベルにおいて生活の基盤となる衣・
食・住と教育および医療へのアクセス、そして適切な賃金の仕事に就けず生活困窮に陥っている
人々が増加している。これはミクロ・メゾ・マクロレベルの問題であると同時に、SDGs の掲げ
る「誰も取り残さない」社会の実現、また日本ではまだあまり知られていない社会的連帯経済
（Social and Solidarity Economy)の運動の側面およびコミュニティレベルでの多種多様な課
題解決に向けたコレクティブな活動について福祉の視点と連携させたことにある。最近では、
SSE は SDGs の目標を達成するための有効なアプローチの一つであると国連労働機関(ILO)や国
連社会開発研究所(UNRISD)などの国際機関が主張している。共生社会の実現に向けて、社会福祉
は就労、住宅、まちづくり、雇用創出、居場所、などを通して対象者の社会参加を促進し多様な
分野とリンクしながら対象者の基本的ニーズの充足に向けた包摂型社会を構築することが求め
られており、本研究では従来の社会福祉の枠を超えた活動に取り組む活動を SSE、EOCD、持続可
能性と関連させ新たな社会福祉のあり方を模索することを目指した。事例から、今日のニーズは
多様・複雑なものが多くなっており、マルチセクターや世代間の連携、就労、環境保全、ジェン
ダーの格差解消などについて相互扶助で取り組むことから新たなアプローチや活動が日本全体
のコミュニティから生まれていることがわかった。 
 
最終年度には国内外の学会で日本の現状、課題、SSE の方針、エンパワーメント志向ソーシャ

ルワーク、持続可能性を取り入れた活動例を発表することができた。また、2024 年 1 月に出版
された The Routledge International Handbook of Social Development, Social Work, and 
the Sustainable Development Goals (D.Androff & J. Damanik (Eds.) の Part IV: Case 
Studies on Ending Poverty では８つの国の事例があるが、先進諸国からの事例は研究代表者
が担当した日本の事例、22 章 Japan’s Effort to Meet Sustainable Development Goals: 
Existing and Potential Roles for Social Workers and Social Development(pp.344-359) の
みであり、本研究では既存のソーシャルワークを超えたワーカーと社会開発ワーカーの活動内
容、人権、女性のエンパワーメントの向上、在日外国人の課題を SSE の観点からコミュニティビ
ルディングに取り組むことの重要性に言及した。資本主義経済から取り残された人々の生活の
安定やウェルビーイングの視点から、今後はさらに社会連帯経済の運動および活動に関する世
界的動向とケアセクター（子ども、障がい者、高齢者、在日外国人など）との関連性について考
察を試みたい。 
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